



























現状において、「外事」（朝鮮使節派遣）を「軽ク」行ってはならない。朝鮮への使節派遣自体は、すでに決定されたものであり、実行することに異論はない。しかし、派遣にあたっては「緩急順序」を明確にする必要がある。とくに、朝鮮がわが国に 禮」を加えない可能性が高い現状での使節派遣は、「戦ヲ決スル」ことであり「軍国ノ大事」となることから、「宜ク熟ク慮り深ク謀ラ なければなら い。
使節を派遣する前には、ロシアの「朝鮮連與ノ意ヲ絶タシメ」るための交渉を行い、朝鮮との戦争体制を構築
し、内政を整備す などの「順序目的」を定める必要がある こうした「術ヲナサス今頓二使節 発シ」て、「万この事態（戦争）になったならば 悔卜錐追うヘカラサルナリ」。やむを得ず戦争に至る場合には、「基ヲ固クシ備ヲ」しなければなら いのである。
国権回復（条約改正）の実現に向けた民力養成を当面の国家目標とした大久保は、「外事」（使節派遣）を「軽







る。まず、使節派遣前に海陸軍人を派遣して朝鮮の形勢を「探偵」させ、日朝両国交際の情宜を「疎通」させる必要がある。そして、使節派遣にあたっては軍艦数艘を伴わせるが，決して「戦ヲ要スル」ものではなく「専ラ旧好ヲ修メ以テ国家善隣ノ誠意ヲ通セシムル」ことをめざす。しかし、万一朝鮮から「無謀」な攻撃 受け 場合には「臨機防禦」（応戦）は当然であるとし、さらに「征討問罪ノ挙」（開戦） およぶことについては「予メ識スル」ことはなく、使節派遣前に 海軍の準備をしておかなければ らない。このように、平和的交渉を第一義とし、情勢探索のための軍人派遣や海軍準備などの事前策を挙げてはいるものの 「征討問罪ノ挙」を否定し いという、基本的に西郷使節派遣論と同様な強硬論（征韓論）であると言わざるを得ない。
（７）
こうした強硬論に対し大久保は二月一日、岩倉に三条は「少シク暖昧ノ御容子」であると責め立て、翌二日に自
己の見解を二点ほど付菱に書き入れている。一点目は、 としての探索者の派遣である。これは「大事」なことであるから、後日 意見書を提出する。二点目 、「征討問罪ノ挙」である。こうした軍事行動は、あらためて「廟議」を尽くすべきであり、 節派遣は「征討」（開戦）の決定があっ はじめ 実行できるも である。
このように、現状では使節派遣は開戦に連なるという認識から、派遣に っては戦争の覚悟を決めなければな








０ １ 明 治 初 年 以 来 、 朝 鮮 外 交 の 実 務 を 担 当 し て き た 森 山 茂 は す で に 一 月 二 日 、 「 朝 鮮 国 交 通 維 持 之 方 法 二 付 上 申 」
を寺島外務卿に提出し 宗氏派遣を要求していた。この上申で森山は、正式な「国使」派遣が困難なことから「一ノ彌縫策」として、朝鮮が「信シ且尊ム所」の宗氏を派遣し、国交樹立 周旋をさせるべきであると 大久保提案に見られる「使節ノ名義 を用いず、なるべく「古風ノ体面」で「和船」により、随員は二～三名にするということも森山の意見であった。
大久保は使節派遣を前提としつつその事前策として、予備交渉を目的とする宗氏派遣を打ち出したのである。使









































前向きな姿勢を示 、訓導も会談に応じようとし いる で宗氏派遣にはおよばず、「小生担当必スー小局ヲナシ
（空）




















は連名で、寺島外務卿に「朝鮮国ハ何等ノ ト可見認哉ノ議」と題する意見書を提出している。森山・広津はこの意見書で、今後来訪する朝鮮使節への対応を決めなければならないとし、その前提として現存する清朝宗属関係にどのように対処すべきかを問題とする。「何等ノ国」と見るかとは、「独立国」な かそれ も「半属国」なのかということであり、それは日本の「名誉利益」 みならず、将来の「進歩」に関わるもの とする。
「半属国」（清朝宗属関係の承認）と見ることは、清国の影響により日本が朝鮮を「開化」に導く「障碍」とな
り、国交を樹立しても「僅少」の商路を開く とどまる。ま 、日本が朝鮮の「上国ノ名」を占めるが、それは「虚名」であり実際は清国管轄の「一地所」に帰するだけである 一方 「独立国」と見 こ は 西洋国際法に基づくことであり、修好条約を結んで全権公使を駐留させ こと 。清国との宗属関係を絶ち切ることにより、朝鮮が西洋諸国と戦争になるような場合には日本に 依頼 ように り、徐々に日本が朝鮮の外交権を握るようになるであろう。
このように論じて森山・広津は、「半属国」と見ることは将来の「進歩」が困難となる「最下ノ交際」であり、









大臣宛伺で次のように言う。これまでの徳川氏との交際体裁と「清国関係 義」を「熟考」するならば、直ちに「独立」なのか「半属」 のかと確定することは非常に困難である。したがって、宗属関係に抵触しない政府等対論によって、外交文書を交換すべきである。外務省としても、清朝宗属関係を早急に打破することにまで、踏み込むことはできなかった である。
（鋤）
清朝宗属関係を温存せざるを得ないことから寺島外務卿は一月三一日、 茂に与える「応接心得方御指令案」





































































































































































の交渉方針を提起していた。朝鮮を「独立国」と認める立場からの交渉をすべきである。朝鮮に要求する具体的事項は、海難防止のための沿海測量の許可、必要物資の盤得と漂流民保護のための二港開港（江華島と北海）の二項目で十分である。国交樹立要求と江華島事件の謝罪要求は、「副言」として「主意」とすべきではない。さらに、森山交渉の拒否と江華島事件を「名義」とする使節を派遣してはならない。朝鮮は「独立国」 から国交を拒否する権利があり、江華島事件は「暴二対スル暴ヲ以テ」起こったものであり、ともに「公法 上からみれば朝鮮側にのみ非がある、とみなすことはできな からである。この「条理」を無視して、「妄二朝鮮 事ヲ起ス」のは
（河）
「自棄自害」の政策で る。森は 際法（ 公法」）の観点から、国交樹立と江華島謝罪の両要求を批判していた
なお、この上申は「大使」派遣に先立ち「先報使」（「大使」派遣の予告）として、外務省官員を釜山に遣わすこ










なったことから、特命全権弁理大臣に黒田清隆が、副 には井上馨がそ ぞれ任命され そして、使節の任務は
｛花）一両）









任ニアリ」という条文（第六項目）があるが、「内諭」 は「相当ノ防禦」をしたうえで対馬まで引き上げて政府の命令を待てとある。「臨機ノ処分」とは「防禦」に限定され 即時の開戦 戒められている。また、「内諭」を受
（鋤）

























幹）宛書簡で「是迄の談判明瞭致さず候処、此の度条理を積み既に結局の場合に押し来り、彼の底意も判然いたし此の上は大臣の内より派出いたし、道理を尽し戦を決し候わぱ、理に戦うもの」である、と述べている。条理」を積んだ森山交渉が頓挫し、国交拒否という朝鮮側 「底意」が明らかとなったからには、皇使と臣 派遣して「道理」を尽したうえで開 すべきであるという主張であり、これは 三 の征韓論争時
それでは、黒田使節はどのように位置づけられるのであろうか。内治優先論にもとづく戦争回避の穏健路線を














日本外務卿丞の書契を受理するという国交樹立方針に転換し、「先報」として釜山に到着していた広津外務少丞に同月二二日、書契受理を条件として黒田使節 江華府進駐中止を提議している。 か 、この提議が受け入れられ
（閉）
「朝鮮条約相済候よし誠意外之好都合と存候 、大久保が「朝鮮より之吉報有之……先以意外之運二而御同慶之至二（ ）（卯）候 、木戸が「江華一条も弥無事に帰し無此上幸福重畳至奉存候」、とそれぞれ述べているように、平和的解決を確
（帥）












































における近年の高橋秀直氏以外の研究としては、次のものがあげられる。藤村道生「朝鮮における日本特別居留地の起源」（「名古屋大学文学部研究論集」三五、一九六五年。のち同「日消戦争前後のアジア政策」岩波沓店、一九九五年に所収）。石井孝「明治初期の日本と東アジア」（有隣堂 八二 ）。芝原拓自「対外観とナショナリズム」（「対外観日本近代思想体系吃」「解説」、岩波書店、一九八八年）。海野福寿「韓国併合」（岩波新書、一九九五年）。宋安錘．八七四年の朝鮮政府 日朝交渉再開要因」（「阪 法学」四五’一六、一九九六年）。宋安鍾「一八七四年における日朝代理交渉の展開（一）．（ここ（「阪大法学」四六’六・四七’一、一九九七年）。広瀬靖子「日清戦争前朝鮮条約関係考」（東アジア近代史学会編「日清戦争と東アジア世界の変容」上巻、ゆまに普房、一 九七年）。宋安錘。八七四年の「日朝協定」」二阪大法学」四八’一、一九九 年）。石川寛「近代日朝関係と外交儀礼ｌ天皇と朝鮮国王の交際 検討からｌ」（「史学雑誌 一○八’一・一九九九年）。諸洪一「「癸酉政変」後の日朝交渉 （ 日本歴史」六二一、二○○○年〉。吉野誠 明治維新と征韓論 明石書店、二○○二 、諸洪一「明治初期の朝鮮政策と江華島条約ｌ宮本小一を中心にｌ」言札幌学院大学人文学会紀要」八 、二○○七年）。吉野誠 明治初期の日朝関係と征韓論」（「「韓国併合」 ○○年を問う 岩波轡店 二○二 ） 須田努 明治維新と征韓論の形成」・北原スマ子 江華条約 締結」（ もに趙景達編「近代 朝関係史」有志舎 二○一 年）。
戦後の研究に大きな影響を与えたのが、遠山茂樹「征韓論・自由民権論・封建論」（「歴史学研究」一四三・一四五、一九五○
年。のち『遠山茂樹著作集」第三巻、岩波書店、一九九一年に所収）である。同論文は、「大久保は西郷の考えるよりは、はるかに西郷的……両派（西郷ら征韓派と大久保・岩倉ら非征韓派）の対外論の根底にあるも は、ひとしく征韓論の論理であった。ただ時と立場との相違によって、そのあらわれ方に遠いが生じた すぎない」（同書、二六～二七頁 、と大久保政権の朝鮮政策を「征韓論 論理」とする評価の基本線を打ち出した。こうした見解は、前掲石井孝「明治初期の日本 東アジア や前掲芝原拓自 対外観とナショナリズム」に継承されている。
前掲藤村道生「朝鮮における日本特別居留地の起源」は、「外面は強硬に軍艦の威力で朝鮮を圧伏しつつ、内面ではできるか















～三七三頁）と「大隈重信関係文書」二（二五○～二五二頁）にそれぞれ収められているが、そこには付菱がある。付葵には、遺使が朝鮮側に拒否されたならば「問罪ノ師ヲ興」すとし、その場合に備えた戦争計画が必要であり 開戦時にはロシアと交渉しなければならない、と開戦（出兵）意図が記されている。原本にはない付菱であり、こ を大久保の意図とみなすことはできない。なお、前掲「対外観日本近代思想体系吃」は、「朝鮮遺使に関する取調書」と題し、「大久保利通文書」を底本として、付菱も含めて収録して る（四○～四一頁）。
（９）前掲「対外観日本近代思想体系吃」、四○頁（「 解題」）（Ⅲ）国会図瞥館憲政資料室所蔵「三条家文替」三二’一・（ｕ）国会図瞥館惣政資料室所蔵「三条家文番」五一’五。（胆）「宗従四位復任並渡韓之略識」 国会図瞥館恋政資料室所蔵「三条家文啓」五一’四）。（喝）前掲石井孝「明治初期の日本と東アジア」、二八七～二八八頁。なお、石井書は三条の「魯国及朝鮮江使節ヲ派遣スルノ順序」
を大久保政権の朝鮮政策とみなしており、そのこと自体にも問題 ある。
（Ｈ）「岩倉具視関係文書」六、三四頁。（喝）拙稿 大久保利通と台湾出兵」（『国士舘大学文学部人文学会紀要」三四、二○○一年）、七～九頁。（焔）国会図書館憲政資料室所蔵 三条家文書」三二’九。（Ⅳ）「日本外交文書」第七巻、三六一頁。（肥）「日本外交文書」第七巻、三六 頁。（岨）「日本外交文啓」第七巻、三六六～三六九頁。（釦）「日本外交文瞥」第七巻、三八四頁。（ａ）「日本外交文瞥」第七巻、三八九・ 九三頁。（配）「日本外交文書」第七巻、三八五頁。
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大久保政権の朝鮮政策
（羽）「日本外交文番」第七巻、三九九頁。（別）「日本外交文書」第七巻、四○二頁。（妬）「木戸孝允 記」三、一○三頁。（妬）． ”）国会図書館憲政資料室所蔵「 条家文書」五一’八。（記）「日本外交文普」第八巻、四八頁。（羽）国会図瞥館憲政資料室所蔵「三条家文書」三二’一四。（釦）「日本外交文書」第八巻、五四頁。（劃）国会図書館憲政資料室所蔵「三条家 三二’一五。（鉈）「日本外交文番」第八巻、五六頁。（認）「日本外交文書」第八巻、六九頁。（認）国会図書館憲政資料室所蔵「大久保利通文書」七一・「日本外交文書」第八巻、七 ～七二頁。（鍋）「日本外交文書」第八巻、七三頁。（妬）国立公文番館所蔵「公文録」明治 年五月海軍省伺（”）「日本外交 書」第八巻、八七～八九頁。（銘）「日本外交文書」第八巻、九○～九一頁。（釣）「日本外交文書」第八巻、九二頁。（㈹）「日本外交文沓」第八巻、一○二頁。（似）国会図書館憲政資料室蔵 岩倉具視関係文書 （北泉社マイクロフィルム版 Ｒ九’一八’四）。（妃）「日本外交文書」第八巻、一○三頁。（蝿）（牡）と同。「日本外交文書」第八巻、一○六～一○ 頁。（“）「日本外交文瞥」第八巻、三四頁。（妬）「日本外交文書」第八巻、二四～二六頁。（妬）国会図書館憲政資料室所蔵「三条家 五一’六
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（蛤）以下の記述は、同右鈴木淳史料紹介（六四～六七頁）に掲載されている、井上良馨「第一報告書」に拠っている。（⑬）一八七五年九月二九日付岩倉具視宛三条実美書簡二岩倉具視関係文書」六、三七二頁）。（卵）亀掛川博正「江華島事件と「日本側挑発説」批判」（「軍事史学」一四九、二○○ 年 、五九頁。（副）「保古飛呂比」六、三○一頁。（艶）一八七五年九月二九日付岩倉具視宛三条実美香簡二岩倉具視関係文書」六、三七二頁）。（認）「木戸孝允文書」六、二四二～二四三頁。（別）木戸意見番は諸書に収められているが ここでは早稲田大学所蔵「大隈文書」（Ａｌ五○五四）のものを引用する。（弱）「木戸孝允文瞥」六、二九～一二○頁。同沓では 付が五月 日と明記されているが、木戸が江華島事件後の使節を申し出て
おり、大久保がまだ使節派遣に同意していないことも書かれているので（大久保の同意は一○月一日）、九月二九日と推定する（「前途終に干戈に至り候ときは必外出候而外事引受候之任は甘く御談し詰被遣候様奉願候」・「此微志大久にも十分に相含呉居候而互に尽力仕候に付而は更に異論無御座候」）。






となっている。九月は三○日までなので、三○日か一○月一日となろう。いずれにしても、江華島事件の一報が届いた直後、ボァソナードに諮問が行われたことに るが 果してこの日付は正しいのであろうか。ボアソナードは、「朝鮮二過スベキ使節」に与える「訓条ヲ何様二起草スベキノ顧問ヲ受ケタ」 とに対するものであると明記しており（五頁）、後半に収められている意見は（六～八頁）、一二月に黒田使節に与えられた「内諭」 ほぼ同内容である。これらのことから、朝鮮使節派過が決定した一一月一日から同月下旬頃に作成された意見書 はなかろうか。
（ｍ）「日本外交文替」第八巻、一三五～一三六頁。（汀）前掲田保橋潔「近代日鮮関係の研究」上、五一九～五二○頁。（ね）「木戸孝允 記」三、二六○頁。（だ）前掲田保橋潔「近代日鮮関係の研究」上、五一七～ 八頁。（河）「大久保利通関係文番」一、三五七頁。（布）「日本外交文嘗」第九巻、一四○頁。（だ）大久保は二月三○日、木戸孝允に書簡を送り「伊藤氏へ示談委曲取調之上使節へ訓状被相渡候方可然ト折角取調相成候付出






（沼）「日本外交文瞥」第八巻、一四七～一四八頁。（刃）「木戸孝允文普」六、三○九頁。（帥）前掲 日韓外交資料集成」第一巻、九二～九三頁。（別）「木戸孝允 記」三、二六九頁。（艶）「｛新装版一島津久光公実記」三（東京大学出版会、二○○○年）、三○九頁。（鯛）「木戸孝允文瞥」六、二六七頁（別）「大久保利通文書」六、五三三～五三四頁。（鯛）前掲高橘秀直 江華条約と明治政府」、 七・九九頁。前掲高橋秀直「明治維新期の朝鮮政策」、八五頁。（部）「西郷隆盛全集」三、四七九～八一頁。西郷が一八七五年でも征韓論を唱えていたことについては 前掲高橋秀直「江華条約諭
補過ｌ西郷派をめぐってＩ」がすでに指摘している（四四～四五頁）。なお、前掲坂野潤治「西郷隆盛と明治維新」は、この西郷書簡の前半にある江華島事件批判部分のみを引用して、西郷は征韓論者ではないと述べている（一七九～一八一頁）。本論で引用した後半部分 征韓論が表明されているのだが、この部分を無視した見解には何ら説得性はない。西郷は「談判」することなく「戦端」を開いた、江華島事件を「天理において恥ずべきの所為」であると批判し、開戦する らば皇使を派遣するという「手順」を経なければならないと主張しているのである。








「明治九年の江華烏条約（日朝修好条規）締結までの日本の対朝鮮政策上において順序を遂って推進されていった」とし、「明治三年後半期から明治五年前半期」までは「第三案」 「明治五年前半期」にいたって「第一案」、「明治六年後半期」にいたって「第二案」の「武力皇使派遣」を「本格的にとるようになり、以後明治八年の江華島事件、翌年に不平等の江華島条約」の締結につながり、。連 朝鮮政策の諸展開過程」は「対鮮政策三箇条に則って展開され 「征韓外交」政策であったと言えよう」（同書、一三一・三二五頁）。また、西郷征韓論を否定した毛利敏彦「明治六年政変の研究」（有斐閣 一九七八 ）も、二日清修好条規）後の対朝鮮外交は、「第二案」の延長上に展開されるにいたった。それは、明治八年二八七五年） 月華鳥事件から翌九年二月二六日の日 修好条規調印にいたるコースにほか らなかった」（二三四頁）、と述べている。
（皿）「西郷隆盛全集」三、四一四～四一五頁。（皿「日本外交文番」第八巻、 七～一四八頁。（咽大久保政権の政治理念である民力養成論については 拙著「内務省 明治国家形成」（吉川弘文館、二○○二年）で論じている。
また、民力養成論の観点 大久保政権の外征策である台湾出兵 検討したのが、前掲拙稿「大久保利通と台湾出兵」である。
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